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日英教育研究フォーラム／日英教育学会研究大会の歩み

結成記念大会１９９２年７月２８日

テーマ１９８０年代の教育改革

早稲田大学国際会議場

第２回大会１９９３年７月２６日・２７日中央大学駿河台記念館

テーマ教育史研究の現在

第３回大会１９９４年８月２７日・２８日国立教育研究所

テーマ教育社会学の現在

ゲストスティーブン・ボール（ロンドン、キングス・カレッジ）

第４回大会１９９５年８月２３日・２４日早稲田大学国際会議場

テーマ職業資格問題

ゲストジョン・ミッチェル（スコットランド視学官）

第５回大会１９９６年８月３１日・９月１日立命館大学末川記念館

テーマ教師教育の動向と課題

ゲストリチャード・オルドリッチ（ロンドン大学大学院教育学研究科）

第６回大会１９９７年８月２６日・２７日早稲田大学教育学部

テーマ１９８０年代教育改革の意義

ゲストゲリー・マカロック（シェフィールド大学）

第７回大会１９９８年９月１７日・１８日早稲田大学国際会溌場

テーマ教師教育の将来

ゲストピーター・ギルロイ（シェフィールド大学）／清水潔(文部省高！/清水潔(文部省高等教育局）

第８回大会１９９９年９月６日・７日京都大学楽友会館

テーマ高等教育改革に関する日英比較

ゲストロナルド・バーネット（ロンドン大学院大学教育学研究科）
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第９回大会２０００年９月３０日・１０月１日早稲田大学国際会議場

テーマ２１世紀の学校教育とカリキュラムの構造

ゲストマイケル。Ｆ・ヤング（ロンドン大学院大学教育学研究科）

第１０回大会２００１年９月２９日・９月３０日早稲田大学教育学部

テーマ教育とセクシュアリティ

ゲストダイアン・レナード（ロンドン大学院大学教育学研究科）

マイケル・ライス（ロンドン大学院大学教育学研究科）

第１１回大会２００２年９月２９日・３０日早稲田大学

テーマイスラームと学校・教育

ゲストジェフリー・ウオルフオード（オックスフォード大学グリーンカレッジ）

第１２回大会２００３年７月２０日・２１日京都女子大学

テーマ英国の教育界におけるく公私＞関係の現状とその示唆するもの

ゲストヴィヴィアン・アンソニー（前全国校長会事務局長）

＊この年から日英教育学会と改称

第１３回大会２００４年７月２６日・２７日東京都立大学

テーマ「第三の道」？としてのニュー・レイバーの教育政策

ゲストシャロン・ゲワーツ（ロンドン大学キングス・カレッジ）

第１４回大会２００５年７月２３日・２４日悌教大学

テーマ教育におけるキイワードとしてのミドルクラス

ゲストステイーブン・ボール（ロンドン大学教育学大学院）

第１５回大会2006年７月２９日・３０日東京都立大学

テーマ比較教育の昨日・今日・明日

ゲストマイケル・クロスリー（ブリストル大学）

第１６回大会2007年７月１４日・１５日京都女子大学

テーマイギリスのinspectionから学べること。学べないこと

第１７回大会2008年７月１２日・１３日東京都立大学

テーマ公立中等学校改革の日英比較

ゲストデヴィッド・クルック（ロンドン大学教育学大学院）



第１８回大会2009年７月１８日・１９日名古屋芸術大学

テーマ教育における分権はどうあるべきか

ゲストダグラス・オスラー（前スコットランド主席視学官）

京都女子大学第１９回大会２０１０年７月３１日・８月１日京都女子

テーマ総選挙後の英国の教育改革

ケストジョン・モーガン（英国中等学校長会ASCL会長）

日英教育学会の歩み・他１０５
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◇会則◇

1992年７月２８日制定・施行

改正1995年８月

改正１９９６年８月

改正２００２年９月

改正２００３年７月

改正２００７年７月

改正２００８年７月

第１条（名称）本会は日英教育学会（TheJapan-UKEducationForum）と称する。

第２条（目的）イギリス教育の研究を多角的に発展させ、日本の教育の進展と日英両国の教育

研究者の交流および両国の親善に貢献することを目的とする。

第３条（事業）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

本学会の目的を達成するためにつぎの事業を行なう。

イギリスの教育に関する情報の交換

イギリス教育に関する研究機会の提供

｢ニュースレター」の発行

『日英教育研究フォーラム』の発行

その他、目的に合致する諸活動

第４条（会員）イギリス教育の研究に携わる者および関心を持つ者で、本学会の目的に賛同す

る者をもって会員とする。

会員には一般会員と紀要会員の別を設ける。

★申し合わせ事項（2008年総会）

○紀要会員は本人からの申し出により、運営委員会の識を経て紀要会員となることができる。

参考：退職者

○紀要会員は選挙権、被選挙権はもたないものとする。

第５条（役員）

（１）

（２）

本学会につぎの役員を置く。

代表１名。代表は本学会を代表する。

必要に応じて副代表1名をおくことが出来る。



第９条（会則変更）会則変更は総会出席者（委任状を含む）の３分の２以上の賛成を要する。

運営委員若干名。運営委員は代表を補佐し学会に運営に当たる。

監査２名。監査は本学会の会計を監査する。

役員の任期は３年とする。再任を妨げない。

１
１
３
４
く
く

本学会に次の組織を設ける。

総会。総会は本学会の最高議決機関である。年１回開催する。

運営委員会。運営委員会は代表が召集し、本学会の運営に当たる。

第６条（組織）

（１）

（２）

第７条（会費）会費は年額5,000円とする。紀要会員の会費は年額2.000円とする。

第８条（会計年度）会計年度は４月１日から３月３１日とする。

日英教育学会の歩み・他１０７

第１０条（事務局）

（１）事務局長を１名おく。

（２）事務局長は運営委員の互選によって選出される。

★申し合わせ事項

事務局は当分の間悌教大学におく。

住所京都市北区紫野北花ノ坊町９６悌教大学教育学部谷川研究室

事務局長は谷川至孝とする。

本会則は１９９２年７月２８日から施行する。

本会則は1996年４月１日に遡って施行する。

本会則は２００２年４月１日に遡って施行する。

本会則は２００３年８月１日から施行する。

本会則は２００７年８月１日から施行する。

本会則は２００８年７月１３日から施行する。

本会則は２００９年７月２０日から施行する。

１
１
１
１
１
１
Ｉ

貝
貝
貝
貝
貝
貝
貝

附
附
附
附
附
附
附

改正の要点

1995年改正内容

1996年改正内容

2002年改正内容

5000円に改正

｢役員再任不可」を「再任を妨げない」に改正

年会費を３０００円から４０００円に改正

年会費を４０００円から

日英教育研究フォーラムを日英教育学会に名称を変更（2003年度から）
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2007年改正内容役員任期を２年から３年に改正

2008年改正内容紀要会員制度の設置、「分会」の削除、

情に合わせた改正

2009年改正内容年会費を５０００円から６０００円に改正

｢紀要会員」制度の創設、その他実



◇選挙規定◇

学会規約第５条に定める運営委員選出のため、本規定を定める。本学会の運営

委員の選出は、以下の各条の定めに従って行われなければならない。

運営委員選出に関する選挙の管理事務は、選挙管理委員会がこれを行う。

選挙管理会の委員は２名とする。

選挙管理委員は、運営委員会の推薦により、代表が委嘱する。委嘱は改選の年

の２月末日までに行われなければならない。

選挙及び被選挙権有資格者は、改選の年の４月末の時点で、年会費の未納が４

年未満のものとする。但し紀要会員は含まない。

運営委員の選出は、８名連記とし、郵送の無記名投票で行う。

当選の決定は、得票順とする。

同点者が生じた場合は、選挙管理委員会の抽選による。

選挙管理委員は、当選者および次点者を明記した選挙結果を運営委員会および

改選の年の総会で報告しなければならない。ただし、得票数は公表せず、その

記録を事務局に保管するものとする。

第１条

条
条
条

２
３
４

第
第
第

第５条

条
条
条
条

６
７
８
９

第
第
第
第

2004年７月２６日

改正２００７年７月１４日

役員任期２年を３年に改正したため、選挙管理委員の任期も改正した。

日英救育学会の歩み・他１０９
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◇日英教育学会紀要投稿規定◇

改正２００８年７月１３日

ｌ）投稿受付は随時とするが、最終締切は毎３月３１日とする。

２）投稿資格は本学会の会員であること。

３）論文の形式は自由であるが、表紙にタイトルと氏名を明記すること。本文は註を含め、４００

字詰め原稿用紙５０枚以下とする。英文の場合は５０００words程度とする。打ち出し原稿

３部のほかに、英文要約（500words以内）をつけ、フロッピー・CD-ROM｡Ｅメール（テ

キストファイル、またはword文書）で提出する。論文は未発表のものに限る（口頭発表

はその限りではない)。

４）事務局は投稿論文を受け取り後、すみやかに３名から構成される審査委員会（うち委員長と

しての運営委員１名以上を含む）を設置し、論文の審査を依頼する。

５）投稿論文は一切返却しない。

６）審査委員会は提出された論文に対して修正を求めることができる。

７）審査委員会の構成および審査過程、審査結果は公表しない。

８）採用論文は本学会の紀要に掲載される。

論文提出先

〒603-8301 京都市北区紫野北花ノ坊町９６

俳教大学教育学部谷川至孝研究室気付

日英教育学会事務局

E-mailyoshi@bukkyo-uacjp



◆編集後記◆

例年より大分遅れての第１４号お届けとなった。

長年にわたり紀要の編集を担当された大田直子さんを突然失い、第１４号の編集作業は半年以

上にわたって休止を余儀なくされていた。作業を引き継いだものの実のところそれまでの作業の

記録が見つからず、大部分の原稿は新たに手配することになった。ことによると大田さんが手配

されていた原稿を落としている可能性もある。多々の不備とともに関係者には不手際をお詫びし

たい。

作業の遅れは、発行時期を例年の夏の大会時から秋に移すことで対応した。今号はその移行に

伴い２００９年と２０１０年の２回の大会のシンポジウムの記録を収録している。また大田さんへの

追悼セクションには、会員の方々から思い出をお寄せ頂いた。

大田さんには改めて今までのご尽力にお礼申し上げるとともに、心からお悔やみ申し上げたい。

最後になったが、世織書房の皆様にはいつもながら、多大なお世話になった。お礼申し上げる。

（紀要編集代表広瀬裕子）
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